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国境を越えて行われるデジタルコンテンツの提供（電子書籍や音楽の配信等）やイン

ターネット広告の配信の消費税法上の内外判定は、これまで一般的に、その提供者

の所在地により行われてきました。そのため、国外事業者により行われるこれらの取

引には消費税が課されない一方、国内事業者により行われるこれらの取引には消費

税が課されており、国内外の事業者間の競争条件に歪みが生じていることが指摘さ

れていました。 

2015 年度税制改正では、これらの取引を「電気通信利用役務の提供」と位置づけ、

役務の提供を受ける者の所在地により内外判定を行うこととする新たな課税制度が

整備され、2015 年 10 月 1 日から適用されることになりました。 

このニュースレターでは、国境を越えた役務の提供に係る消費税に関する改正の概

要をお知らせいたします。 
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1. 「電気通信利用役務の提供」の定義と内外判定基準の見直し 

2015年度税制改正により、「電気通信利用役務の提供」という用語が新たに設けら

れ、その内外判定は、その役務の提供を受ける者の所在地により行われることにな

りました。これにより、EU諸国のように、日本に所在する事業者や消費者が国外事

業者から「電気通信利用役務の提供」を受けた場合には、その取引は国内取引とし

て消費税の課税対象となります。 

（1）「電気通信利用役務の提供」とは 

「電気通信利用役務の提供」とは、「資産の譲渡等のうち、電気通信回線を介して行

われる著作物の提供（その著作物の利用の許諾に係る取引を含む。）その他の電気

通信回線を介して行われる役務の提供（電話、電信その他の通信設備を用いて他

人の通信を媒介する役務の提供を除く。）であって、他の資産の譲渡等の結果の通

知その他の他の資産の譲渡等に付随して行われる役務の提供以外のもの」と定義

されています。 

また、「電気通信利用役務の提供」の例として、財務省は以下のものを挙げていま

す。 

• 電子書籍・電子新聞・音楽・映像・ソフトウエア（ゲームなどの様々なアプリケーシ

ョンを含む。）などの配信  

• クラウド上のソフトウエアやデータベースなどを利用させるサービス  

• インターネット等を通じた広告の配信・掲載  

• インターネット上のショッピングサイト・オークションサイトを利用させるサービス  

• インターネット上でゲームソフト等を販売する場所（WEBサイト）を利用させるサ

ービス  

• インターネットを介して行う英会話教室  

この「電気通信利用役務の提供」の範囲、とりわけ、その範囲から除外される「他の

資産の譲渡等に付随して行われる役務の提供」の範囲は必ずしも明らかではなく、

今後、さらなる指針が示されることが期待されています。 

（2）「電気通信利用役務の提供」の内外判定基準 

「電気通信利用役務の提供」については、その役務の提供を受ける者の所在地によ

り内外判定が行われることになりますが、具体的には、役務の提供を受ける者が個

人か法人かにより、以下の場所により判定されます。 

個 人 住所又は居所（現在まで引き続いて1年以上居住する場所） 

法 人 本店又は主たる事務所の所在地 

このように、法人が「電気通信利用役務の提供」を受ける場合の内外判定は、その

法人の本店又は主たる事務所の所在地により行われますので、たとえば、内国法人

の外国支店が「電気通信利用役務の提供」を受ける場合には、その取引は消費税

が課される国内取引とされる一方、外国法人の日本支店が「電気通信利用役務の

提供」を受ける場合には、その取引は消費税が課されない国外取引とされることにな

ります。 
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2.  国外事業者が行う「電気通信利用役務の提供」の区分 

EU 諸国では、取引相手が事業者であるか消費者であるかを判別するために課税事

業者番号が活用されていますが、日本では課税事業者番号制度が採用されていな

いことから、国外事業者（非居住者である個人事業者又は外国法人）が行う「電気通

信利用役務の提供」は、役務の性質や取引条件等により、以下のように区分される

ことになりました。 

「事業者向け 

電気通信利用役務の提供」 

（B2B 取引） 

国外事業者が行う「電気通信利用役務の提供」の

うち、その役務の性質又はその役務の提供に係る

取引条件等から、その役務の提供を受ける者が通

常事業者に限られるもの 

「消費者向け 

電気通信利用役務の提供」

（B2C 取引） 

国外事業者が行う「電気通信利用役務の提供」の

うち、「事業者向け電気通信利用役務の提供」以外

のもの 

たとえば、国外事業者が行う「電気通信利用役務の提供」のうち、インターネット広告

の配信（役務の性質から、その役務の提供を受ける者が通常事業者に限られるもの）

や事業者である顧客との個別契約により提供されるクラウドサービス（役務の性質か

らは、その役務の提供を受ける者が通常事業者に限られるとはいえないが、取引条

件等から役務の提供を受ける者が事業者に特定されるもの）が、「事業者向け電気

通信利用役務の提供」に該当するものと考えられます。 
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3. 「事業者向け電気通信利用役務の提供」の課税方法 

国外事業者が国内事業者に対し「事業者向け電気通信利用役務の提供」を行う場

合には、下記の図のように、その取引に係る消費税の納税義務を役務の提供を受

ける事業者に転換するリバースチャージ方式が適用されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

国内事業者 

 国内事業者が国外事業者に支払う対価には消費税が含まれず、国内事業者が、

国外事業者に代わり、リバースチャージ売上（国外事業者が行った「事業者向け

電気通信利用役務の提供」）に係る消費税の納税義務を負うことになります。 

 リバースチャージ仕入れ（国外事業者から受けた「事業者向け電気通信利用役

務の提供」）に係る消費税は、仕入税額控除の対象とされます。 

 通常の課税仕入れに係る消費税につき仕入税額控除の適用を受けるためには、

原則として、一定の事項を記載した帳簿及び請求書等の保存が求められていま

す。リバースチャージ仕入れに係る消費税の仕入税額控除については、請求書

等の保存は求められませんが、帳簿に記載すべき一定の事項に「リバースチャ

ージ仕入れに係るものである旨」が加えられています。 

 リバースチャージ仕入れにより取得した資産に係る消費税につき控除対象外消

費税が生じた場合には、損金経理を行うことを要件に、その発生年度において損

金算入が認められます。 

 なお、国内事業者の事務負担に配慮し、課税売上割合が95％以上である課税

期間又は簡易課税制度の適用を受ける課税期間については、当分の間、その

課税期間において「事業者向け電気通信利用役務の提供」はなかったものとされ

ます。 

国外事業者 

 国外事業者は、その役務の提供に際し、あらかじめ、その役務の提供を受ける

国内事業者に対し、「その国内事業者が消費税の納税義務者となる旨」を表示し

なければなりません。 

  

国内事業者

（B） 
国外事業者

（B） 

 
リバースチャージ売上に 
係る消費税 ・・・・・・・・・・・・・・ 8 
リバースチャージ仕入れに 
係る仕入税額控除・・・・△0～8 

納税額  8～0 

税務署 

代 金 
本体 100 
消費税 0 
合計 100 

事業者向け 
電気通信利用役務の提供 

納税なし 

X 
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4. 「消費者向け電気通信利用役務の提供」の課税方法 

国外事業者が国内消費者又は国内事業者に対し「消費者向け電気通信利用役務

の提供」を行う場合には、その国外事業者が納税義務者とされます。 

（1）国外事業者が国内消費者に対し「消費者向け電気通信利用役務の提供」を行う

場合 

国外事業者が国内消費者に対し「消費者向け電気通信利用役務の提供」を行う場

合の課税関係は、下記の図に示すとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

国外事業者 

 国外事業者は、課税事業者に該当する場合には、その「消費者向け電気通信利

用役務の提供」に係る消費税を納付しなければなりません。 

（2）国外事業者が国内事業者に対し「消費者向け電気通信利用役務の提供」を行う

場合 

2で述べたように、国外事業者が行う「電気通信利用役務の提供」のうち、役務の性

質又は役務の提供に係る取引条件等から、その役務の提供を受ける者が通常事業

者に限られるもののみが「事業者向け電気通信利用役務の提供」とされますので、

国内事業者であっても、国外事業者から「消費者向け電気通信利用役務の提供」を

受ける場合があります。その場合の課税関係は、下記の図に示すとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（課税事業者である場合） 

国内消費者

（C） 
国外事業者

（B） 

 

税務署 

代 金 
本体 100 
消費税 8 
合計 108 

消費者向け 
電気通信利用役務の提供 

納税 8 

仕入税額控除 △0～8 

（「登録国外事業者」から 
の仕入れの場合のみ） 

（課税事業者である場合） 

国内事業者

（B） 
国外事業者

（B） 

 

税務署 

代 金 
本体 100 
消費税 8 
合計 108 

消費者向け 
電気通信利用役務の提供 

納税 8 
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国内事業者 

《登録していない国外事業者から「消費者向け電気通信利用役務の提供」を受けた

場合》 

 登録していない国外事業者から「消費者向け電気通信利用役務の提供」を受け

た場合には、当分の間、その課税仕入れに係る消費税につき、仕入税額控除の

適用は認められません。 

《「登録国外事業者」から「消費者向け電気通信利用役務の提供」を受けた場合》 

 「登録国外事業者」による「消費者向け電気通信利用役務の提供」については、

その課税仕入れに係る消費税につき仕入税額控除の適用が認められます。 

 通常の課税仕入れに係る消費税につき仕入税額控除の適用を受けるためには、

原則として、一定の事項を記載した帳簿及び請求書等の保存が求められていま

す。「登録国外事業者」からの「消費者向け電気通信利用役務の提供」に係る消

費税の仕入税額控除については、これらに記載すべき一定の事項として、新た

に、「登録国外事業者の登録番号」（帳簿及び請求書等）及び「登録国外事業者

に消費税の納税義務がある旨」（請求書等）が加えられました。なお、請求書等

の保存は、電磁的記録の保存によることも認められます。（請求書等の保存要件

は支払対価の額が3万円未満の場合等には適用がありませんが、この例外規定

は、「登録国外事業者」からの「消費者向け電気通信利用役務の提供」に係る消

費税の仕入税額控除についても、同様に適用されます。） 

国外事業者 

 国外事業者は、課税事業者に該当する場合には、その「消費者向け電気通信利

用役務の提供」に係る消費税を納付しなければなりません。（国外事業者が「登

録国外事業者」である場合の留意事項は、5（3）をご参照ください。） 
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5. 「登録国外事業者」制度 

（1）「登録国外事業者」となるための登録申請 

4（2）の改正に伴い、「登録国外事業者」制度が創設され、課税事業者である国外事

業者は、納税地を所轄する税務署長を経由して国税庁長官に申請書を必要書類と

ともに提出することにより、国税庁長官の登録を受けることができるようになります。

この登録申請は、2015年7月1日から受け付けられます。 

ただし、次のいずれかに該当する場合には、登録が認められません。 

 消費税に係る事務所等（国内において行う「電気通信利用役務の提供」に係る事

務所、事業所その他これらに準ずるもの）を国内に有しないこと又は消費税に関

する税務代理人（税理士・税理士法人又は一定の弁護士・弁護士法人に限られ

ます。）がないこと。 

 納税管理人を定めることが求められる事業者（国内に事務所を有しない場合等）

が、納税管理人を定めていないこと。 

 国税の滞納があり、かつ、その滞納額の徴収が著しく困難であること。 

 「登録国外事業者」の登録が一定の理由により取り消され、その取消しの日から

から1年を経過していないこと。 

（日本に消費税に係る事務所等を有しない国外事業者については、税務代理人及

び納税管理人を定めることが必要となります。） 

（2）「登録国外事業者」の公表 

国税庁は、「登録国外事業者」に関する以下の事項を「国外事業者登録簿」に登載し、

インターネットを通じて登録後速やかに公表することとされています。 

 氏名又は名称 

 住所若しくは居所又は本店若しくは主たる事務所の所在地 

 消費税に係る事務所等の所在地（有する場合） 

 登録番号 

 登録年月日 

この公表制度により、国内事業者は、国外事業者から「消費者向け電気通信利用役

務の提供」を受ける際に、事前に、相手が「登録国外事業者」であるか否かの確認を

行えることになります。 

（3）「登録国外事業者」の留意事項 

 国外事業者が「登録国外事業者」である場合には、「電気通信利用役務の提供」

を受けた事業者の求めに応じ、「登録国外事業者の登録番号」・「登録国外事業

者に消費税の納税義務がある旨」等を記載した請求書等を役務の提供を受ける

国内事業者に対し交付し、7年間保存する必要があります。 

 「登録国外事業者」は、登録を受けた日の属する課税期間の翌課税期間以後の

課税期間については、登録の取消しが行われない限り、免税事業者となることは

できません。 
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6. 課税事業者の判定 

（1）課税事業者の判定－原則 

事業者は、以下のいずれかに該当する場合には、消費税の申告納税義務を有する

課税事業者とされています。 

 「基準期間（原則として、前々事業年度）における課税売上高」が1,000万円を超

える場合 

 「特定期間（原則として、前事業年度の最初の6ヵ月）における課税売上高」が

1,000万円を超える場合（居住者に対し国内において支払う給与等の金額で判定

することも可。） 

 「新設法人」（基準期間がない法人（原則として、設立当初の2事業年度）で、その

事業年度開始の日における資本金額が1,000万円以上である法人）に該当する

場合 

 「特定新規設立法人」（基準期間がない法人（原則として、設立当初の2事業年度）

で、課税売上高が5億円超の他の者に支配されている法人）に該当する場合 

 「消費税課税事業者選択届出書」を提出している場合 

（上記の「課税売上高」とは国内課税売上高及び輸出免税売上高の合計額ですが、

「事業者向け電気通信利用役務の提供」の対価の額は含まれません。） 

（2）課税事業者の判定－特例 

「電気通信利用役務の提供」に係る内外判定の基準が改正されたことに伴い、以下

の特例が設けられました。 

2015 年 10 月 1 日の属する課税期間 

（旧法により、免税事業者となる場合） 

基準期間又は特定期間の初日から改正

法が適用されていたものとして計算した、 

「基準期間における課税売上高」又は 

「特定期間における課税売上高」が 

1,000 万円を超える場合   

⇒ 2015年10月1日からその課税期間の

末日までは課税事業者とされる。 

2015 年 10 月 1 日の翌日以後に開始

する課税期間 

（基準期間又は特定期間の初日が

2015 年 10 月 1 日前である場合） 

基準期間又は特定期間の初日から改正

法が適用されていたものとして計算した、 

「基準期間における課税売上高」又は 

「特定期間における課税売上高」により、 

課税事業者判定を行う。 

ただし、上記の特例の適用を受ける課税期間に係る基準期間又は特定期間におい

て「電気通信利用役務の提供」を行っていた事業者が上記の方法で課税売上高を計

算することが困難な事情があるときは、以下のように「基準期間における課税売上高」

又は「特定期間における課税売上高」を計算することが認められます。
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「基準期間における課税売上高」 

2015年 4月1日から改正法が適用されて

いたものとして、 4 月 1 日から 6 月 30 日

までの間における課税売上高に 4 を乗じ

て計算した金額 

「特定期間における課税売上高」 

2015年 4月1日から改正法が適用されて

いたものとして、 4 月 1 日から 6 月 30 日

までの間における課税売上高に 2 を乗じ

て計算した金額 

7. 適用開始時期・経過措置 

（1）適用開始時期 

この改正は、2015年10月1日以後に国内において事業者が行う資産の譲渡等及び

課税仕入れ並びに保税地域から引き取られる課税貨物について適用されます。ただ

し、「登録国外事業者」の登録申請は2015年7月1日から可能です。 

（2）経過措置 

国外事業者が、2015年4月1日前に締結した契約に基づき、2015年10月1日前から

同日以後引き続き行う「電気通信利用役務の提供」については、改正前の規定が適

用されます。ただし、2015年4月1日以後に対価の額の変更が行われた場合には、こ

の経過措置の適用はなくなります。 
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